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　 情報ひろば

行方市の人口

総　数　33,963 人（－ 79）

　男　　16,958 人（－ 42）

　女　　17,005 人（－ 37）

世帯数　12,987 世帯（－ 14）

令和２年８月１日現在

※外国人住民を含む
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市役所　開庁時間

平日（月曜～金曜）

　午前８時 30 分

～午後５時 15 分　

※ 休日窓口業務については、　

お問い合わせください。

行方市公式ツイッター
つぶやき中！

市政情報、イベント情報や緊急情報など、

行方市の情報を幅広くつぶやきます。

【問】政策推進室　☎ 0299-72-0811茨城県神栖市大野原4-7-11

弁護士　瀧    　智英（茨城県弁護士会所属）

弁護士　谷本　雅晃（茨城県弁護士会所属）

問合せ  ０２９９-９１-１１７１

神栖・鹿島セントラル法律事務所
秘密厳守・夜間対応可

借 金 の 整 理

鹿島セントラルビル新館５階

不 動 産 ・ 建 築

金 銭 問 題破 産 過 払 金

各種民事・家事事件

相  続離  婚

広
告

市民の皆さん、「介護マーク」をご活用ください

　認知症の方の介護は、周囲の方から見ると介護していることが分かりにくいため、

誤解や偏見を持たれることがあります。そこで、介護する方が介護中であることを周

囲の方に理解していただくために「介護マーク」を作成し、配付しています。

　認知症の方や障害のある方等を介護される際に、このマークをご活用ください。

　介護マークは、介護福祉課（玉造庁舎）や地域包括支援

センター（旧玉造保健センター）などで配付しています。

詳しくはお問い合わせください。

【問い合わせ】

　介護福祉課（玉造庁舎）☎０２９９－５５－０１１１

「老人クラブ」の未設置地域はありませんか？

　皆さんがお住まいの地域に「老人クラブ」はありますか？

　クラブ設置ご希望の方は、行方市老人クラブ連合会にご相談く

ださい。新たにクラブを作って、みんなで健康になりましょう。

【問い合わせ】

　行方市老人クラブ連合会（行方市社会福祉協議会　地域社会係）

　☎０２９９－３６－２０２０

　10 月は、土地に関するさまざまな普及啓発活動を行う「土地月間」です。

　一定面積以上の土地取引を行った場合、国土利用計画法に基づき、権利取得者（譲

受人）は、企画政策課に届出を行う必要があります。

▶届出の必要な面積

　市街化区域 2,000㎡以上、市街化区域以外の都市計画区域 5,000㎡以上、都市計画

区域外の区域 10,000㎡以上

▶届出の必要な取引

　売買、交換、共有物持分の譲渡、一時金を伴う地上権、賃借権の設定または譲渡等

▶届出期限　契約締結日を含めて２週間以内

※詳しくは、市ホームページをご覧いただくか、下記までお問い合わせください。

【問い合わせ】企画政策課（麻生庁舎）☎０２９９－７２－０１１１

10 月は土地月間です！　～ 土地取引の後には届出を ～
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木造住宅の耐震診断士派遣事業を実施します

　木造住宅の耐震性を高めるための耐震改修設計・工事費用の一部を補助します。

　東日本大震災で被害を受けた住宅の補修を対象としたものではありませんので、ご注意ください。

▶補助金の額　・耐震改修設計費用の３分の１（限度額 10 万円）

　　　　　　　・耐震改修工事費用の３分の１（限度額 30 万円）

▶補助対象工事　・耐震改修設計および耐震改修工事

　　　　　　　　・ 市への申請手続きをする前に契約を行った場合は補助対象となりませんので、ご注意

ください。

▶対象住宅　・ 昭和 56 年５月 31 日以前に着工された木造住宅で、階数が２階以下、延べ床面積が 30

㎡以上のもの。併用住宅の場合は、面積の半分以上が住宅として使われているもの

　　　　　　・ 一般耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満であることが証明されるもの。また、耐

震改修設計および耐震改修工事を実施することで上部構造評点（建物の地震に対する強さを

表す数値）が 0.3 以上増加し、かつ、増加後の上部構造評点が 1.0 以上となること

▶対象者　・ 「対象住宅」の所有者で、自己が居住するために耐震改修設計または耐震改修工事を実施する

方

　　　　　・ 市税および税外収入金を滞納していない方

▶募集件数　耐震改修設計・耐震改修工事ともに各１件（先着順。定数に達した時点で締切）

▶申込方法　所定の申込書に必要事項を記入し、都市建設課都市計画グループ（玉造庁舎）に提出

▶申込期限　11 月２日（月）

【問い合わせ】都市建設課（玉造庁舎）☎０２９９－５５－０１１１

　既存木造住宅の耐震性を確認するための「耐震診断士派遣事業」実施にあたり、事業希望者を募集します。

▶診断概要　 木造住宅耐震診断士を派遣し、目視や聞き取りによる一般耐震診断を行い、耐震補強が必要

かどうかを判定してもらいます。診断後、耐震補強の工事や精密診断を強制することはあり

ません。

▶対象住宅　 昭和 56 年５月 31 日以前に着工された木造住宅（旧耐震基準）で、階数が２階以下、延べ

床面積が 30㎡以上のもの。併用住宅の場合は、面積の半分以上が住宅として使われている

もの

▶対象者　　 「対象住宅」の所有者で、市税および税外収入金を滞納していない方

▶募集件数　２件（先着順。定数に達した時点で締め切り）

▶調査費用　無料

▶申込方法　所定の申込書に必要事項を記入し、都市建設課都市計画グループ（玉造庁舎）に提出

▶申込期限　10 月 16 日（金）

　！注意！　 ｢耐震診断｣ や ｢耐震改修｣ に名を借りたセールスにご注意ください。市では、業者等のあっ

せんをすることはありません。

【問い合わせ】都市建設課（玉造庁舎）☎０２９９－５５－０１１１

木造住宅の耐震改修設計・耐震改修工事費の一部を補助します


